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別紙１  

新 旧 対 照 表 

障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について 

(平成18年12月６日障発第1206001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知)（抄） 

(下線の部分は改正部分) 

改正後 現 行 
    

記 

 

第九  共同生活介護 

 

１  人員に関する基準（基準第 138条） 

 （１）・（２） （略） 

 （３）世話人及び生活支援員の要件等 

      ① 世話人及び生活支援員は障害者の福祉の増進に熱意があり、障

害者の日常生活を適切に支援する能力を有する者でなければ

ならない。 

   ② （略） 

 （４）～（６） （略） 

 

２  設備に関する基準 

 （１）・（２） （略） 

（３）共同生活住居（基準 140条第３項・第４項

   ① 「共同生活住居」とは、複数の居室に加え、居間、食堂、便所、

浴室等を共有する１つの建物をいう。 

） 

     ただし、マンション等の建物において、複数の利用者が共同生

活を営むことが可能な広さを有する住戸については、当該住戸

を共同生活住居として捉え、ワンルームタイプなど、これに該

当しない住戸については、建物内の複数の住戸を共同生活住居

として定めるものとする。 

記 

なお、特にワンルームタイプなどの複数の住戸を共同生活住

居として認める場合には、共同生活住居の趣旨を踏まえ、利用

 

第九  共同生活介護 

 

１  人員に関する基準（基準第 138条） 

 （１）・（２） （略） 

 （３）世話人及び生活支援員の要件等 

      ① 世話人及び生活支援員は知的障害者福祉及び精神障害者の福

祉の増進に熱意があり、知的障害者及び精神

   ② （略） 

障害者の日常生活

を適切に支援する能力を有する者でなければならない。 

 （４）～（６） （略） 

 

２  設備に関する基準 

 （１）・（２） （略） 

 （３）共同生活住居（基準 140条第３項） 

   ① 「共同生活住居」とは、複数の居室に加え、居間、食堂、便所、

浴室等を共有する１つの建物をいう。 

     ただし、複数の利用者が共同生活を営むことが可能な広さを有

するマンション等の住戸については、当該マンション等の建物

全体ではなく、当該住戸を共同生活住居として捉え、ワンルー

ムタイプなど、これに該当しない住戸については、

    

当該マン

ション等の建物全体を共同生活住居として捉えるものとする。 
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者が地域の中で家庭的な雰囲気の下、共同して暮らせる環境作

りなどに配慮されたい。 

   

   ③ （略） 

② 共同生活住居の配置、構造及び設備については、例えば、車い

すの利用者がいる場合は必要な廊下幅の確保や段差の解消を

行う等、利用者の障害特性に応じて工夫されたものでなければ

ならない。 

 （４）ユニット（基準第 140条第５項から第７項

     「ユニット」とは、居室及び居室に近接して設けられる相互に交

流を図ることができる設備により一体的に構成される生活単位

をいい、共同生活住居については、１以上のユニットを設けるも

のとし、当該ユニットごとに、原則として、風呂、トイレ、洗面

所、台所等日常生活を送る上で必要な設備を設けなければならな

いものとするが、利用者に対して、適切な指定共同生活介護の提

供に支障がない場合は、この限りではない。なお、この場合の留

意点は次のとおりである。 

まで） 

①～⑤ （略） 

 

３  （略） 

 

第十五  共同生活援助 

 

１  人員に関する基準 

 （１）世話人（基準第 208 条第１項第１号） 

       指定共同生活援助事業所における世話人の員数については、常勤

換算方法で、当該指定共同生活援助事業所の利用者の数を 10 で

除して得た数以上とする。 

      なお、世話人は障害者の福祉の増進に熱意があり、障害者の日常

生活を適切に支援する能力を有する者でなければならない。 

 

  （２）・（３） （略） 

  

 

 

 

 

 

 

   ② （略） 

 （４）ユニット（基準第 140条第４項から第６項

     「ユニット」とは、居室及び居室に近接して設けられる相互に交

流を図ることができる設備により一体的に構成される生活単位

をいい、共同生活住居については、１以上のユニットを設けるも

のとし、当該ユニットごとに、原則として、風呂、トイレ、洗面

所、台所等日常生活を送る上で必要な設備を設けなければならな

いものとするが、利用者に対して、適切な指定共同生活介護の提

供に支障がない場合は、この限りではない。なお、この場合の留

意点は次のとおりである。 

まで） 

①～⑤ （略） 

 

３ （略） 

 
十五  共同生活援助 

 

１  人員に関する基準 

 （１）世話人（基準第 208 条第１項第１号） 

       指定共同生活援助事業所における世話人の員数については、常勤

換算方法で、当該指定共同生活援助事業所の利用者の数を 10 で

除して得た数以上とする。 

      なお、世話人は知的障害者福祉及び精神障害者の福祉の増進に熱

意があり、知的障害者及び精神

  （２）・（３） （略） 

障害者の日常生活を適切に支援す

る能力を有する者でなければならない。 
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２・３ （略） 

 

第十八 附則 

 

１  地域移行型ホームの特例（基準附則第７条） 

   指定共同生活介護事業所及び指定共同生活援助事業所の立地につい

ては、基準第 140 条の規定により、入所施設や病院の敷地外に立地さ

れるべきこととしている（第九の２の（１）参照）が、平成 24年３月

31 日までの間、入所施設又は病院の敷地内に存する既存の建物を共同

生活住居とする場合であって、次の要件を満たす場合に限り、地域移

行型ホームとして、指定共同生活介護又は指定共同生活援助を行うこ

とができるものとする。 

   なお、平成 24年３月 31日までの間に指定を受けた地域移行型ホーム

については、平成 24年４月１日以降についても、引き続き当該事業を

行うことができることに留意すること。 

 （１） （略） 

 （２）入所施設の定員数又は病院の精神病床数を減少を伴うものである

こと。この場合における具体的な取扱いは、次のとおりとする。 

     ①・② （略） 

     ③ 入所施設又は病院の敷地内にある身体障害者福祉ホーム、

  （３） （略） 

精神

障害者生活訓練施設、精神障害者福祉ホーム（Ａ型及びＢ型）、

知的障害者通勤寮又は知的障害者福祉ホームを地域移行型

ホームに転換する場合については、入所施設又は病院の定員削

減は要さないものとする。 

 

２～10 （略） 

 

11  施行日において現に指定共同生活援助の事業を行っている事業所に

係る設備に関する特例（基準附則第 18条） 

   平成18年９月30日において現に存する指定共同生活援助事業所の共

同生活住居（基本的な設備が完成しているものを含み、この省令の施

２ ・３ （略） 

 

第十八 附則 

 

１  地域移行型ホームの特例（基準附則第７条） 

   指定共同生活介護事業所及び指定共同生活援助事業所の立地につい

ては、基準第 140 条の規定により、入所施設や病院の敷地外に立地さ

れるべきこととしている（第九の２の（１）参照）が、平成 24年３月

31 日までの間、入所施設又は病院の敷地内に存する既存の建物を共同

生活住居とする場合であって、次の要件を満たす場合に限り、地域移

行型ホームとして、指定共同生活介護又は指定共同生活援助を行うこ

とができるものとする。 

   なお、平成 24年３月 31日までの間に指定を受けた地域移行型ホーム

については、平成 24年４月１日以降についても、引き続き当該事業を

行うことができることに留意すること。 

 （１） （略） 

 （２）入所施設の定員数又は病院の精神病床数を減少を伴うものである

こと。この場合における具体的な取扱いは、次のとおりとする。 

     ①・② （略） 

     ③ 入所施設又は病院の敷地内にある精神障害者生活訓練施設、精

神障害者福祉ホーム（Ａ型及びＢ型）、知的障害者通勤寮又は

知的障害者福祉ホームを地域移行型ホームに転換する場合に

ついては、入所施設又は病院の定員削減は要さないものとす

る。 

  （３） （略） 

 

２～10 （略） 

 

11  施行日において現に指定共同生活援助の事業を行っている事業所に

係る設備に関する特例（基準附則第 18条） 

   平成18年９月30日において現に存する指定共同生活援助事業所の共

同生活住居（基本的な設備が完成しているものを含み、この省令の施
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行の後に増築され、又は改築される等建物の構造を変更したものを除

く。）については、基準第 140 条第６項及び第７項

 

については適用せ

ず、旧指定基準を満たしていれば足りるものとする。 

12  （略） 

 

13  施行日において現に存する精神障害者生活訓練施設等に係る設備に

関する特例（基準附則第 19条） 

   平成 18年９月 30日において現に存する身体障害者福祉ホーム、

 （１）基準第 140条

精神

障害者生活訓練施設、精神障害者福祉ホーム（Ａ型及びＢ型）、知的

障害者通勤寮、知的障害者福祉ホーム（基本的な設備が完成している

ものを含み、この省令の施行の後に増築され、又は改築される等建物

の構造を変更したものを除く。）が指定共同生活介護又は指定共同生

活援助の事業を行う場合の設備に関する基準は、次のとおりとする。 

第６項

（２） 基準第 140条

に掲げるユニットの定員については、「２人

以上 10人以下」とあるのは、「２人以上 30人以下」とする。 

第７項

 

に掲げる居室の定員及び居室の床面積につ

いては、精神障害者福祉ホームＢ型を除き、適用しないこととす

る。 

行の後に増築され、又は改築される等建物の構造を変更したものを除

く。）については、基準第 140 条第５項及び第６項

 

については適用せ

ず、旧指定基準を満たしていれば足りるものとする。 

12  （略） 

 

13  施行日において現に存する精神障害者生活訓練施設等に係る設備に

関する特例（基準附則第 19条） 

   平成 18年９月 30日において現に存する精神障害者生活訓練施設、精

神障害者福祉ホーム（Ａ型及びＢ型）、知的障害者通勤寮、知的障害

者福祉ホーム（基本的な設備が完成しているものを含み、この省令の

施行の後に増築され、又は改築される等建物の構造を変更したものを

除く。）が指定共同生活介護又は指定共同生活援助の事業を行う場合

の設備に関する基準は、次のとおりとする。 

（１） 基準第 140条第５項

（２） 基準第 140条

に掲げるユニットの定員については、「２

人以上 10人以下」とあるのは、「２人以上 30人以下」とする。 

第６項

 

に掲げる居室の定員及び居室の床面積につ

いては、精神障害者福祉ホームＢ型を除き、適用しないこととす

る。 

      

 


